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平成 30年 11月 

 

鳥 取 県 
 

「消費生活に関する県民意識調査」 

「消費者教育に関する教育機関への実態調査」 

概要版 
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県民の消費生活に関する意識や県内教育機関における消費者教育の実態等を把握し、今後の消費

者行政全般、消費者教育の方向性及び計画を定めた「鳥取県消費者教育推進計画」(平成 28年 3月

策定)の改定に反映させるため、調査を実施しました。 

 

 

 

● 消費生活に関する県民意識調査（以下「県民意識調査」） 

（１）調査対象  鳥取県内の各市町村に在住の 20歳以上の男女個人 3,000人 

（２）抽出方法  住民基本台帳をもとに層化二段無作為抽出 

（３）調査方法  郵送による調査票の配布・回収 

（４）調査期間  平成 30年７月９日（月）～8月 8日（水）  

● 消費者教育に関する教育機関への実態調査（以下「教育機関調査」） 

（１）調査対象  県内に所在する幼稚園、保育所、認定こども園、小学校、中学校、 

義務教育学校、高等学校及び特別支援学校の全数 

（２）抽出方法  全数調査 

（３）調査方法  郵送による調査票の配布・回収 

（４）調査期間  平成 30年７月 12日（木）～8月 8日（水） 

 

 

 

● 県民意識調査 

（１）調査票送付数 3,000件 

（２）有効回答数  1,181件（回答率：39.4％） 

 

● 教育機関調査 

（１）調査票送付数           （２）有効回答数（回答率） 

幼稚園・保育所等 207件        幼稚園・保育所等 164件（79.2％） 

小学校      126件        小学校        107件（84.9％） 

中学校       61件        中学校         49件（80.3％） 

高等学校         32件          高等学校        27件（84.4％） 

特別支援学校       ９件         特別支援学校       7件（77.8％） 

 

 

 

● 性別               ● 年齢別 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．調査の目的 

２．調査の方法 

３．回答率 

４．回答者の属性 

男性

41.2%

女性

58.8%

n=1,161

20歳代

9.5%

30歳代

10.8%

40歳代

13.7%

50歳代

15.2%

60～64歳

14.7%

65～69歳

17.1%

70～74歳

15.9%

75歳以上

3.0%

n=1,173
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【商品等の購入時の意識】 

● 契約や取引における際の消費者被害に対する不安感 『問 7』 

 

 

 

 

 

 

 

 

【相談窓口の認識 情報収集】 

● 鳥取県消費生活センターの認知状況       ● 居住市町村の相談窓口の認知状況 

  『問 9-1』                  『問 9-2』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 消費生活に関する情報の入手先(上位７項目)  『問 10』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．県民意識調査 調査結果 

14.5 

16.0 

31.1 

31.1 

32.9 

31.9 

7.6 

8.0 

13.9 

13.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成30年度(n=1,165)

平成26年度(n=1,277)

不安を感じる どちらかといえば不安を感じる

あまり不安を感じない 不安を感じない

どちらともいえない

8.5 

8.3 

33.3 

32.0 

49.6 

52.4 

8.6 

7.4 

0% 50% 100%

平成30年度

(n=1,176)

平成26年度

(n=1,283)

相談したことがある

相談したことはないが、名前も業務内容も知っている

名前は聞いたことがあるが、業務内容までは知らない

名前も業務内容もわからない

6.0 

5.5 

29.0 

27.2 

44.3 

48.3 

20.7 

19.0 

0% 50% 100%

平成30年度

(n=1,176)

平成26年度

(n=1,279)

相談したことがある

相談したことはないが、名前も業務内容も知っている

名前は聞いたことがあるが、業務内容までは知らない

名前も業務内容もわからない

78.0

61.7

45.9

35.4

28.3

14.5

9.9

82.2

71.2

32.2

41.4

33.4

17.3

12.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレビ

新聞・雑誌

インターネット

自治体の広報誌

自治会や町内会（回覧板など）

ラジオ

職場

平成30年度( n=1,181) 平成26年度( n=1,274)
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【消費者被害の状況】  

● 過去に消費者被害を受けた経験  『問 12』 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

● 消費者被害の内容  『問 12-1』             ● 被害にあった際の相談の有無 『問 12-2』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

🔶 相談先(上位７項目)  『問 12-2-1』           🔶 相談しなかった理由(上位７項目) 『問 12-2-2』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

58.8

11.6

16.5

10.1

9.9

62.6 

10.6 

14.6 

7.8 

9.2 

0% 20% 40% 60% 80%

自分も家族も被害にあったことも、あいそうになったこともない

家族が被害にあいそうになったが、あわなかった

自分が被害にあいそうになったが、あわなかった

家族が被害にあったことがある

自分が被害にあったことがある

平成30年度n=1,130 平成26年度n=1,194

35.4

31.8

15.9

10.8

10.3

5.6

7.7

35.9 

36.5 

13.8 

10.2 

13.8 

3.6 

7.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

悪質な手口

販売方法

製品の品質・安全性

価格

個人情報の取り扱い

食品の品質・安全性

振り込め詐欺

平成30年度n=195 平成26年度n=167

51.7 

46.2 

49.3 

53.8 

0% 50% 100%

平成30年度

(n=205)

平成26年度

(n=182)

相談したり、伝えたりした 相談したり、伝えたりしなかった

33.0 

30.1 

28.2 

23.3 

17.5 

11.7 

9.7 

23.8 

25.0 

33.3 

23.8 

15.5 

16.7 

10.7 

0% 10% 20% 30% 40%

鳥取県消費生活センター

警察

家族・親族

購入先、利用先、営業担当

者等

市町村の消費生活センター・

相談窓口

友人・知人

メーカー等の事業者

平成30年度n=103 平成26年度n=84

37.8 

33.7 

32.7 

28.6 

25.5 

12.2 

8.2 

38.1 

28.9 

24.7 

28.9 

20.6 

16.5 

18.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自分にも責任があると思った

どこに相談したり、伝えたりしたらい

いかわからなかった

相談などしても、解決すると思え

なかった

めんどうだった

気まずい思いをしたり、もめごとに

なったりするのが心配だった

周りの人に被害にあったことを知ら

れるのが恥ずかしかった

相談しなくても自力で解決できる

と思った

平成30年度n=98 平成26年度n=97
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● 消費者被害にあったとき「安心して相談できるところ」(上位７項目)  『問 13』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 青少年・高齢者・障がい者で本来必要な支援を受けられていないと思われる身近な人の有無 『問 14』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 青少年・高齢者・障がい者の消費者被害を防止するための重要な取組み(上位３項目)   『問 15』 

🔶 青少年                            🔶 高齢者 

 

 

 

 

 

 

 

🔶 障がい者 

 

 

 

 

51.3 

43.8 

38.3 

37.2 

29.5 

28.3 

14.0 

52.8 

44.1 

35.9 

34.6 

32.2 

27.5 

14.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

家族・親族

市町村の消費生活センター・相談窓口

鳥取県消費生活センター

警察

友人・知人

購入先、利用先、営業担当者等

国民生活センター

平成30年度(n=1,108) 平成26年度(n=1,217)

78.9 

68.1 

44.7 

81.3 

57.2 

44.9 

0% 50% 100%

家族・親戚で日ごろから話題に

するよう心がける

学校の授業等で学習する

報道機関に被害情報などを取り

上げてもらう

平成30年度n=1,095 平成26年度n=1,161

79.9 

50.8 

36.4 

80.2 

54.0 

35.0 

0% 50% 100%

家族・親戚で日ごろから話題にする

よう心がける

近隣同士で声を掛け合う

行政と地域の高齢者と関係のある団

体とが連携して注意を呼びかける

平成30年度n=1,129 平成26年度n=1,164

77.1 

57.2 

54.8 

77.9 

50.5 

52.7 

0% 50% 100%

家族・親戚で日ごろから話題にするよう心がける

障がい者の参加する地域の行事などで注意を呼びかける

行政と地域の障がい者と関係のある団体とが連携して注意を呼び

かける

平成30年度n=1,087 平成26年度n=1,118

件数

平成30年度 1,059

平成26年度 1,109

平成30年度 1,088

平成26年度 493

平成30年度 1,059

平成26年度 610

平成30年度 572

平成26年度 19

④その他

③障がい者

②高齢者

①青少年
4.2 

4.0 

11.6 

12.6 

3.4 

2.5 

1.7 

9.1 

7.3 

13.4 

13.8 

8.4 

8.4 

3.0 

5.3 

52.9 

56.6 

42.2 

43.8 

51.5 

54.6 

45.3 

42.1 

33 .8 

32 .1 

32 .8 

29 .8 

36 .7 

34 .6 

50 .0 

52 .6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる

被害を聞いたことがある

いる

被害を聞いたことはない

いない わからない
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【消費者問題への関心】  

● 消費者問題に対する関心  『問 16』 

 

 

 

 

 

 

 

🔶 消費者問題に関心を持ったきっかけ 『問 16-1』     🔶 消費者問題に関心がない理由  『問 16-3』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
🔶 関心がある消費者問題(上位 7項目) 『問 16-2』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.6 

18.2 

50.0 

51.8 

22.8 

18.1 

1.9 

2.1 

10.7 

9.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成30年度(n=1,141)

平成26年度(n=1,252)

関心がある ある程度関心がある あまり関心がない 関心がない どちらともいえない

83.0 

19.0 

18.4 

5.7 

5.7 

85.0 

13.7 

17.8 

6.1 

4.3 

0% 50% 100%

テレビや新聞などメディアを通じて

発信される情報を見た

自分や家族が実際に消費者被害

にあった

家族以外の身近な人が被害に

あっているのを見聞きした

消費者問題に関する啓発講座を

受講した

消費者問題に関する教育を受け

た

平成30年度(n=653) 平成26年度(n=791)

43.3 

40.7 

25.5 

11.3 

9.5 

44.7 

34.0 

33.6 

7.8 

6.1 

0% 30% 60%

自分にとって身近な問題

ではないと思うから

今までに学んだり考えたり

する機会がなかったから

自分が被害にあうことはな

いと思うから

難しそうだから

その他

平成30年度(n=275) 平成26年度(n=244)

72.3 

62.0 

61.1 

57.3 

50.3 

47.0 

36.5 

75.9 

63.3 

61.6 

46.4 

48.1 

47.7 

32.3 

0% 20% 40% 60% 80%

食品の安全性（食中毒、偽装表示など）

強引な電話、訪問による悪質な手口

製品の安全性（製品の欠陥による事故、

製品のリコールなど）

インターネットやメールを利用した悪質な

手口

個人情報流出

振り込め詐欺

金融（投資・保険・融資等の金融商品の

問題など）

平成30年度(n=710) 平成26年度(n=834)
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【消費者教育】  

● 消費生活に関する啓発講座への参加の有無     ● 重要だと思う消費者教育を行う場(上位 5項目) 

『問 17』                                 『問 20』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● エシカル消費の認知度  『問 21』 

 

 

 

 

 

● エシカル消費の実施状況  『問 22』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 今後のエシカル消費の実施意向  『問 22-1』 

 

 

 

7.9 

30.1 

62.0 

7.1 

34.8 

58.1 

0% 20% 40% 60% 80%

参加したことがある

実施されていることは知ってい

たが、参加したことはない

実施されていることを知らない

平成30年度(n=1,113) 平成26年度(n=1,222)

72.0 

57.9 

57.6 

31.3 

22.0 

71.7 

52.2 

42.7 

38.5 

18.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭

小中学校

高等学校

地域

職場

平成30年度(n=1,152) 平成26年度(n=1,114)

24.5 5.3 69.1 1.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成30年度(n=282)

実行しようと思う 実行しようとは思わない わからない その他

9.0 11.7 78.5 0.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成30年度(n=1,150)

知っている（意味も理解している） 言葉は知っているが、意味は知らなかった 知らなかった その他

57.5 

31.7 

25.3 

24.1

20.2 

13.1 

12.1 

12.1 

11.8

6.3 

0.6 

25.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

地元農家・企業の商品購入（地産地消）

エコマーク商品等の環境に配慮した商品の購入

障がい者が作った商品の購入

災害被災地等の商品の購入（復興支援）

有機JAS認証等の有機農産物の購入

陳列棚の手前商品の選択（食品ロスの削減）

障がい者雇用企業の製造した商品の購入

寄付つき商品の購入

自然エネルギーの利用

フェアトレード商品の購入

その他

実行していない
平成30年度(n=1,093)
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【消費者行政全般】 

● 地域での消費者教育を通じた高齢者・障がい者などに対する地域見守り活動の推進  『問 23』  

 

 

 

 

 

 

 

 

● 学校教育の場における消費者教育の推進の重要性 

 

 

 

 

 

 

 

● 消費者市民社会の言葉の認知度   『問 24』  

 

 

 

55.8 

54.5 

34.6 

36.7 

8.8 

4.7 

0.6 

0.5 

0.2 

3.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成30年度(n=1,124)

平成26年度(n=1,170)

重要 どちらかといえば重要 あまり重要でない 重要でない どちらともいえない

48.2 

54.2 

39.1 

37.7 

11.0 

3.5 

1.4 

0.4 

0.3 

4.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成30年度(n=1,123)

平成26年度(n=1,186)

重要 どちらかといえば重要 あまり重要でない 重要でない どちらともいえない

4.9 11.9 82.7 0.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成30年度(n=1,136)

知っている（意味も理解している） 言葉は知っているが、意味は知らなかった 知らなかった その他
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【消費者教育推進法の認知度】 

● 消費者教育推進法の認知度   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【消費者教育の実施状況】 

● 消費者教育の実施状況  

 

 

件数

幼稚園・保育所・認定こども園 平成30年度 162

※平成26年度は幼稚園のみ 平成26年度 27

平成30年度 107

平成26年度 114

平成30年度 49

平成26年度 52

平成30年度 27

平成26年度 30

平成30年度 6

平成26年度 11

小学校

（義務教育学校を含む）

中学校

（義務教育学校を含む）

高等学校

特別支援学校

9.3 

3.7 

20.6 

14.0 

24.5 

17.3 

29.6 

23.3 

16.7 

18.2 

35.8 

48.1 

57.0 

57.9 

59.2 

48.1 

44.4 

46.7 

66.7 

63.6 

54.9 

48.1 

22.4 

28.1 

16.3 

34.6 

25.9 

30.0 

16.7 

18.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法律を知っており、内容も分かる 法律を知っているが、内容は分からない

知らなかった

件数

幼稚園・保育所・認定こども園 平成30年度 163

※平成26年度は幼稚園のみ 平成26年度 28

平成30年度 106

平成26年度 115

平成30年度 49

平成26年度 53

平成30年度 27

平成26年度 30

平成30年度 7

平成26年度 11

高等学校

特別支援学校

小学校

（義務教育学校を含む）

中学校

（義務教育学校を含む）

52.8 

50.0 

87.7 

82.6 

100.0 

90.6 

92.6 

93.3 

100.0 

100.0 

10.4 

25.0 

7.5 

6.1 

3.8 

3.7 

3.3 

36.8 

25.0 

4.7 

11.3 

5.7 

3.7 

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが今後行う予定である 行っていないし、予定もない

６．教育機関調査 調査結果 
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● 消費者教育の実施状況に関する認識  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 消費者教育に関する保護者への情報提供  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 消費生活センターなどへ消費者教育の相談ができることの認知度及び相談の有無  

 

 

 

件数

幼稚園・保育所・認定こども園 平成30年度 162

※平成26年度は幼稚園のみ 平成26年度 28

平成30年度 107

平成26年度 112

平成30年度 49

平成26年度 53

平成30年度 26

平成26年度 30

平成30年度 7

平成26年度 11

特別支援学校

小学校

（義務教育学校を含む）

中学校

（義務教育学校を含む）

高等学校

48.1 

42.9 

46.7 

50.9 

24.5 

39.6 

15.4 

36.7 

42.9 

45.5 

11.7 

25.0 

6.5 

11.6 

4.1 

5.7 

3.8 

6.7 

40.1 

32.1 

46.7 

37.5 

71.4 

54.7 

80.8 

56.7 

57.1 

54.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施している 実施していないが今後実施する予定である

実施していないし、予定もない

件数

幼稚園・保育所・認定こども園 平成30年度 159

※平成26年度は幼稚園のみ 平成26年度 28

平成30年度 105

平成26年度 114

平成30年度 48

平成26年度 53

平成30年度 24

平成26年度 30

平成30年度 7

平成26年度 11

特別支援学校

高等学校

小学校

（義務教育学校を含む）

中学校

（義務教育学校を含む）

1.9 

1.9 

2.6 

22.9 

15.1 

16.7 

36.7 

14.3 

27.3 

35.8 

28.6 

90.5 

91.2 

77.1 

83.0 

66.7 

53.3 

85.7 

54.5 

62.3 

71.4 

7.6 

6.1 

1.9 

16.7 

10.0 

18.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談ができることを知っており、相談したこともある

相談ができることを知っているが、相談したことはない

知らなかった

件数

平成30年度 93

平成26年度 95

平成30年度 49

平成26年度 48

平成30年度 24

平成26年度 28

平成30年度 7

平成26年度 11

小学校

（義務教育学校を含む）

中学校

（義務教育学校を含む）

高等学校

特別支援学校

10.2 

8.3 

52.7 

67.4 

75.5 

91.7 

62.5 

85.7 

71.4 

54.5 

43.0 

30.5 

10.2 

8.3 

25.0 

10.7 

28.6 

36.4 

4.3 

2.1 

4.1 

4.2 

3.6 

9.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分な消費者教育を実施できている ある程度の消費者教育を実施できている

消費者教育はあまり実施できていない 分からない
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【消費者教育を実施するにあたっての課題】 

● 幼稚園等(上位 5項目)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 小学校(上位 5項目)   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 中学校(上位 5項目)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.1 

30.0 

26.9 

25.0 

24.4 

46.4 

35.7 

39.3 

17.9 

25.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

他の優先課題があり取り組めない。

教員のスキルアップを図る研修等の機会が少ない。

活用できる教材が少ない。

指導者や講師となる人材の情報が得られない。

どのような授業をすればいいのかわからない。

平成30年度(n=160) 平成26年度(n=28)

43.0 

39.3 

26.2 

25.2 

26.2 

39.5 

50.9 

23.7 

34.2 

29.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

他の優先課題があり取り組めない。

活用できる教材が少ない。

教員のスキルアップを図る研修等の機会が少ない。

指導者や講師となる人材の情報が得られない。

どのような授業をすればいいのかわからない。

平成30年度(n=107) 平成26年度(n=114)

27.1 

27.1 

25.0 

22.9 

14.6 

43.4 

13.2 

32.1 

39.6 

17.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

他の優先課題があり取り組めない。

特にない。

教員のスキルアップを図る研修等の機会が少ない。

活用できる教材が少ない。

指導者や講師となる人材の情報が得られない。

平成30年度(n=48) 平成26年度(n=53)
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● 高等学校(上位 5項目)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 特別支援学校(上位 5項目)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42.3 

34.6 

23.1 

15.4 

15.4 

55.2 

13.8 

20.7 

6.9 

31.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

他の優先課題があり取り組めない。

特にない。

教員のスキルアップを図る研修等の機会が少ない。

どのような授業をすればいいのかわからない。

活用できる教材が少ない。

平成30年度(n=26) 平成26年度(n=29)

42.9 

42.9 

14.3 

14.3 

14.3 

36.4 

45.5 

54.5 

0.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

他の優先課題があり取り組めない。

活用できる教材が少ない。

教員のスキルアップを図る研修等の機会が少ない。

どのような授業をすればいいのかわからない。

予算がない。

平成30年度(n=7) 平成26年度(n=11)
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【消費者教育の推進に必要なこと】 

● 幼稚園等(上位 5項目)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 小学校(上位 5項目)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 中学校(上位 5項目) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

77.6 

56.5 

49.1 

34.8 

28.0 

77.8 

63.0 

18.5 

29.6 

22.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

生徒（児童・幼児）向けの教材の作成・配布

実践事例の紹介

消費者教育に関する相談窓口の周知

教員に対する研修

保護者や地域との連携

平成30年度(n=161) 平成26年度(n=27)

66.4 

54.2 

30.8 

30.8 

29.0 

69.6 

75.7 

33.9 

48.7 

9.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

実践事例の紹介

生徒（児童・幼児）向けの教材の作成・配布

教員に対する研修

講師派遣制度の充実

消費者教育に関する相談窓口の周知

平成30年度(n=107) 平成26年度(n=115)

63.3 

46.9 

36.7 

36.7 

24.5 

73.6 

67.9 

35.8 

34.0 

7.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

生徒（児童・幼児）向けの教材の作成・配布

実践事例の紹介

教員に対する研修

消費者被害の最新情報の定期的な提供

校内における教科間での連携・体系化

平成30年度(n=49) 平成26年度(n=53)
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● 高等学校(上位 5項目) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 特別支援学校(上位 5項目) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50.0 

38.5 

26.9 

26.9 

23.1 

56.7 

50.0 

26.7 

63.3 

16.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

生徒（児童・幼児）向けの教材の作成・配布

実践事例の紹介

教員に対する研修

消費者被害の最新情報の定期的な提供

消費者教育の

意義・必要性の啓発

平成30年度(n=26) 平成26年度(n=30)

57.1 

57.1 

57.1 

42.9 

42.9 

54.5 

45.5 

9.1 

72.7 

18.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

実践事例の紹介

教員に対する研修

保護者や地域との連携

生徒（児童・幼児）向けの教材の作成・配布

消費者被害の最新情報の定期的な提供

平成30年度(n=7) 平成26年度(n=11)
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【消費者教育に関する要望】 

● 消費者教育に関する授業で活用しやすい教材 

🔶 幼稚園等(上位 5項目) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

🔶 小学校(上位 5項目) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

🔶 中学校(上位 5項目) 

 

 

 

 

 

 

 

 

96.8 

46.8 

23.4 

7.0 

5.7 

44.0 

56.0 

60.0 

20.0 

4.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

紙媒体（絵本、紙芝居、ワークシート等）による教材

ＤＶＤ等の映像の教材

ボードゲーム等グループで使える教材

ロールプレイングの事例集

パソコンを活用した教材

平成30年度(n=158件） 平成26年度(n=25件）

82.2 

39.3 

39.3 

41.1 

18.7 

91.0 

44.1 

27.9 

52.3 

17.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＤＶＤ等の映像の教材

紙媒体（絵本、紙芝居、ワークシート等）による教材

ボードゲーム等グループで使える教材

パソコンを活用した教材

ロールプレイングの事例集

平成30年度(n=107件） 平成26年度(n=111件）

83.3 

39.6 

39.6 

37.5 

16.7 

88.7 

34.0 

52.8 

37.7 

24.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＤＶＤ等の映像の教材

パソコンを活用した教材

紙媒体（絵本、紙芝居、ワークシート等）による教材

ボードゲーム等グループで使える教材

ロールプレイングの事例集

平成30年度(n=48件） 平成26年度(n=53件）
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🔶 高等学校(上位 5項目) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

🔶 特別支援学校（上位 5項目）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 研修参加の意向 

 

 

 

 

 

73.1 

53.8 

26.9 

34.6 

30.8 

96.7 

50.0 

33.3 

36.7 

26.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＤＶＤ等の映像の教材

パソコンを活用した教材

紙媒体（絵本、紙芝居、ワークシート等）による教材

ボードゲーム等グループで使える教材

ロールプレイングの事例集

高等学校(n=26件） 平成26年度(n=30件）

85.7 

71.4 

71.4 

71.4 

42.9 

100.0 

63.6 

45.5 

27.3 

63.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ＤＶＤ等の映像の教材

パソコンを活用した教材

紙媒体（絵本、紙芝居、ワークシート等）による教材

ボードゲーム等グループで使える教材

ロールプレイングの事例集

平成30年度(n=7件） 平成26年度(n=11件）

件数

幼稚園・保育所・認定こども園 平成30年度 154

※平成26年度は幼稚園のみ 平成26年度 25

平成30年度 107

平成26年度 110

平成30年度 47

平成26年度 53

平成30年度 26

平成26年度 30

平成30年度 7

平成26年度 11

小学校

（義務教育学校を含む）

中学校

（義務教育学校を含む）

高等学校

特別支援学校

66.9 

84 .0 

72 .9 

77 .3 

76 .6 

77 .4 

73 .1 

76 .7 

57 .1 

100.0 

33 .1 

16 .0 

27 .1 

22 .7 

23 .4 

22 .6 

26 .9 

23 .3 

42 .9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加したい。 参加しない。（または参加できない。）
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鳥取県生活環境部くらしの安心局消費生活センター 

〒683-0043鳥取県米子市末広町 294 米子コンベンションセンター4階 

TEL 0859-34-2765/FAX 0859-34-2670 

         E-mail  shohiseikatsu@pref.tottori.lg.jp 


